
公立大学法人会津大学固定資産管理規則

平成18年4月 1日規則第4号

第１章 総則

（目的）

第１条 この規則は、公立大学法人会津大学会計規程（平成18年規程第77号。以下

「会計規程」という。）第４４条に規定する固定資産の取得・維持保全・運用・

処分等に関する管理事務について、手続を定めるものである。

（固定資産の範囲）

第２条 この規則における固定資産の範囲は、会計規程第４４条で規定する固定資

産のうち有形固定資産及び無形固定資産とする。

２ 前項の固定資産の他、取得価額が十万円以上五十万円未満の固定資産にならな

い動産（現金及び有価証券を除く。）で１年以上使用が予定されているものは、

少額備品として、この規則に基づき管理するものとする。

（用語の定義）

第３条 この規則において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号の定

めるところによる。

一 不動産等 土地、建物及び構築物、用益物権

二 知的財産権 特許権、実用新案権。商標権、意匠権、著作権

三 動産等 不動産等、知的財産権以外の固定資産及び少額備品

四 取得 固定資産及び少額備品（以下「固定資産等」という。）を購入、製作

又は自家建設、寄附、交換及び出資等により所有又は占有すること

五 改良 既存の固定資産に、その運用に必要な工作を施し、当該資産の価値・

能力を増加させること

六 保管 固定資産等の使用目的にそって的確に維持すること

七 移管 資産管理責任者の間において固定資産等の所属を変更すること

八 処分 固定資産等を売却、交換、廃棄、贈与すること

九 除却 処分された固定資産等の登録を抹消すること

（資産管理責任者）

第４条 会計規程第４５条第２項に規定する資産管理責任者は以下のとおりとす

る。

一 不動産等 理事長

二 動産等（図書を除く） 経理責任者

三 図書 情報センター長及び短大付属図書館長

２ 会計規程第４５条第４項に規定する事故等とは、次の各号に該当する場合とす

る。

一 欠員となったとき。

二 休暇、欠勤等により長期にわたりその職務を執ることができないとき。

三 業務のため、長期にわたり出張するとき。



（固定資産等の管理事務）

第５条 資産管理責任者は、固定資産等の管理に関して以下の各号の業務を行う。

一 固定資産等の使用状況の把握

二 固定資産等の維持・保全

三 固定資産等の貸付及び処分にかかる許可

四 固定資産台帳の整備

五 固定資産等の日常管理に対する指導助言

六 毎事業年度ごとに固定資産の実査を本規則第６条に規定する使用責任者に行

わせ、結果を総括すること

２ 図書の管理について必要な事項は、別に定める。

（使用責任者）

第６条 使用責任者は以下のとおりとする。

一 不動産等 四大 事務局長

短大 短期大学担当次長

二 知的財産権 産学イノベーションセンター長

三 動産等 共用するもの 室管理責任者

専ら個人が使用するもの 使用者

２ 使用責任者は、資産管理責任者より固定資産等を受け、これを有効に使用させ、

教育研究活動に努めなければならない。

３ 使用責任者は固定資産等の使用にあたっては、以下の各号に定める事項を遵守

し、日常管理にあたらなければならない。

一 保管・使用の状況を明らかにすること

二 火災・盗難・滅失・破損等の事故防止上、必要な措置を講ずること

三 固定資産の実査を実施し、報告を行うこと

四 固定資産等の適正な使用の確保に関すること

（使用者の義務）

第７条 固定資産等を使用する者は、使用責任者の管理監督のもとに、善良なる管

理者の注意義務をもって、使用しなければならない。

（管理台帳）

第８条 会計規程第４５条第１項に定める管理帳簿は、次の各号に掲げるものとす

る。

一 固定資産台帳

二 図書台帳

三 貸付台帳

２ 固定資産台帳は、別に定める分類に基づいて記録を行うものとする。

３ 第１項に規定する管理台帳の保存期間は次の通りとする。

一 固定資産台帳 除却後五年保存（不動産等については永久保存）

二 図書台帳 永久保存

三 貸付台帳 貸付終了後五年保存



第２章 取得

（取得及び固定資産台帳への登録）

第９条 固定資産等を取得した場合は、経理責任者は資産管理責任者に当該取得の

事実をすみやかに報告し、資産管理責任者は当該固定資産等を固定資産台帳に登

録しなければならない。

２ 動産等の取得にあたっては、資産管理責任者は固定資産台帳に登録後すみやか

に物品ラベルを取得した動産等に貼付しければならない。

３ 資産管理責任者から使用責任者に対する動産等の取得及び台帳登録の通知は、

前項の物品ラベルをもって行うこととする。

（取得価額）

第１０条 固定資産等の取得価額は次による。

一 購入した資産は、購入代価及び付随費用

二 自家建設したものは、適正な原価計算により算定した原価

三 寄附及び出資による場合は、再調達価額

四 交換による場合は、公正な市場価額（ただし、譲渡資産と同一種類、同一用

途の場合は譲渡資産の帳簿価額）

（寄附受及び交換）

第１１条 固定資産等の寄附を受入れ又は交換する場合は、別に定める手続を経な

ければならない。

第３章 維持保全

（修繕）

第１２条 資産管理責任者は、使用責任者からの報告により、当該固定資産の機能

を維持するに必要と認めた場合には、修繕を行わなければならない。

（権利の保全）

第１３条 資産管理責任者は、第三者に対抗するため、登記等の必要がある土地、

建物等の固定資産について、関係法令の定めるところにより、取得後すみやかに

登記等を行わなければならない。

２ 前項の登記等の記載事項に変更が生じたときは、遅滞なく変更の手続を行わな

ければならない。

（保険）

第１４条 資産管理責任者は必要と認める場合には災害等により損害を受けるおそ

れのある固定資産について、損害保険を付す等の必要な措置の検討を行わなけれ

ばならない。



第４章 運用

（使用）

第１５条 使用責任者は固定資産等の使用者を常に把握しなければならない。

（移管）

第１６条 動産等の移管の必要が生じた場合は、移管先の資産管理責任者は移管元

の資産管理責任者と移管の協議を行わなければならない。

２ 移管元の資産管理責任者は、固定資産の移管後、遅滞無くこれを固定資産台帳

に登録しなければならない。

３ 移管元の資産管理責任者は、変更の旨を事務局長に報告しなければならない。

（貸付）

第１７条 資産管理責任者は、法人の業務に支障がない限り、別に定める手続によ

り固定資産等を他の者に対し貸し付けることができる。

第５章 処分等

（処分）

第１８条 資産管理責任者は、使用責任者より固定資産等の返却を受けた際には、

他に使用する者を求めるとともに、処分の必要性の検討を行うものとする。

２ 地方独立行政法人法第４４条に定める重要な財産の処分については、経営審議

会の審議を経なければならない。

３ 前項に規定する重要な財産以外の固定資産等を処分する場合には別に定める手

続を経なければならない。

（滅失、破損、盗難）

第１９条 使用責任者は、所管する固定資産について、滅失、破損又は盗難の事実

を発見したときは、資産管理責任者にすみやかに報告するとともに、現況を調査

し、業務上の障害の発生又は損害の増大等の防止に努めなければならない。

２ 動産等については、資産管理責任者は前項の報告を受けた場合には、すみやか

に理事長に報告しなければならない。

（除却）

第２０条 資産管理責任者は、以下の各号に規定する場合には、すみやかに除却を

行うものとする。

一 災害又は盗難等により滅失したとき。

二 処分を行い、所有権が消滅したとき。

三 陳腐化または不適応化して使用を停止したとき。

（無償贈与）

第２１条 資産管理責任者は、次の各号に掲げる場合には、法人の業務の用に供し

ていない土地を無償で贈与することができる。

一 国道、都道府県道、市町村道の新築、改廃に伴い道路管理者に贈与するとき



二 公共下水道等の水路の新築、改廃に伴い、当該管理者に贈与するとき

第６章 固定資産会計

（建設仮勘定）

第２２条 工事契約等に基づいて新設、増設又は改良するため全ての支出は建設仮

勘定とし、事業の用に供した後、遅滞なく該当科目に振替整理するものとする。

（資本的支出及び修繕費）

第２３条 固定資産の性能の向上又は耐用年数を延長するために要した支出は、こ

れをその固定資産の価額に加算するものとする。

２ 固定資産の維持保全のための支出は修繕費として処理する。

（減価償却の方法）

第２４条 償却資産における減価償却の開始は、その資産を取得し、使用を開始し

た月をもって開始月とする。

２ 減価償却の計算方法は、定額法による。

３ 有形固定資産の残存価額は備忘価格とし、無形固定資産は零とする。

４ 減価償却の基準となる耐用年数は法人税法の定めるところによる。ただし受託

研究費等により特定の研究目的のために取得した償却資産については、当該研究

終了までの期間を耐用年数とする。また中古資産を寄附等により取得した場合は

減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年３月３１日大蔵令１５）に

定める簡便な方法により耐用年数を算出するものとする。

５ その他特に定めのないものについては、法令等に従って会計処理を行う。

（評価減）

第２５条 耐用年数の見積もりに当たって予見することのできなかった新技術の発

明等の外的事情により、固定資産が機能的に著しく減価した場合には、この事実

に対応して臨時に減価償却を行わなければならない。

２ 災害、事故等の偶発的事情によって固定資産の実体が減失した場合には、その

減失部分の金額につき、当該資産の帳簿価額を減額しなければならない。

（実査）

第２６条 使用責任者は、有形固定資産について、別に定める手続きに基づき、当

該資産の実査を行い、現品管理状況の適否及び帳簿記録の正否を実地に確かめ、

資産管理責任者に報告しなければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、資産管理責任者が必要と認めたときは、随時使用責

任者に実査の実施と報告を求めることができる。

３ 使用責任者は、管理台帳と現品の照合に差異を認めたときは、その原因を調査

し資産管理責任者に報告をするとともに、差異の原因について対策を講じ、再発

の防止に努めるものとする。



第７章 減損処理

（適用範囲）

第２７条 減損会計基準の適用にあたっては、『固定資産の減損に係る「地方独立

行政法人会計基準」及び「固定資産の減損に係る地方独立行政法人会計基準注

解」』に定めるもののほか、この章の定めるところによる。

（減損処理の適用除外）

第２８条 次の各号に掲げる固定資産については、減損会計基準を適用しない。

（１）取得価額が５００万円未満のもの

（２）事業年度末の帳簿価額が５０万円未満のもの

（３）取得価額が５，０００万円未満かつ耐用年数が１０年未満で以下のもの

ア 機械装置、工具器具備品、車両運搬具

イ 無形固定資産（償却資産に限る。）

（４）他のものによる代替可能性のある美術品・収蔵品

（５）図書

（６）構築物のうち以下のもので、共用のもの

ア 緑化施設及び庭園

イ 池、井戸

ウ 土留、射場、岸壁

エ 諸標

オ 掲示板

カ 縁石

（資産管理責任者の業務）

第２９条 資産管理責任者は、減損会計基準の適用にあたって、以下の各号に掲げ

る業務を行う。

（１）第２７条および第２８条により定める、減損会計基準を適用する固定資産

を購入した場合には、使用責任者に資産利用計画を作成させること。

（２）事業年度ごとに固定資産の減損の兆候に関する調査を使用責任者に行わせ

減損の兆候の有無を判定すること。

（３）前号に基づき、固定資産に減損の兆候があると判定した場合に、減損を認

識するかどうかを判定すること。

（４）減損を認識する場合に、減損額を測定し、固定資産台帳に記帳すること。

２ 資産管理責任者は、減損を認識した固定資産に係る減損損失を負担しなければ

ならない。

３ 前項にかかわらず、使用責任者が減損損失を負担する必要がある場合には、資

産管理責任者は使用責任者に減損損失を負担させなければならない。

（使用責任者の業務）

第３０条 使用責任者は、固定資産に減損の兆候があると思われる事実が生じた場

合には、その事実を資産管理責任者に通知しなければならない。

２ 前項の通知は、前条第１項第２号に基づく調査によるもののほか、使用者が使



用する固定資産について減損の兆候があると思われると認識した場合に実施する

（使用者の義務）

第３１条 固定資産を使用する者は、第２９条第１項第２号に基づく使用責任者の

調査に協力しなければならない。

２ 前項によるもののほか、固定資産を使用する者は、自らが使用する固定資産に

ついて減損の兆候があると思われる事実が生じた場合には、その事実を使用責任

者に通知しなければならない。

（減損処理の方法等）

第３２条 固定資産の帳簿価額と回収可能サービス価額の差額について、減損を認

識した場合には遅滞なく減損処理を行うものとする。

２ 減損処理を行った固定資産については、適用していた耐用年数の見直しの必要

性を検討したのちに、減損後の帳簿価額に基づき減価償却を行わなければならな

い。

第８章 その他

（借用資産）

第３３条 法人が借用する固定資産については、管理台帳を設ける等固定資産に準

じた取扱をすることとする。ただし、一時使用については、これを省略すること

ができる。

第９章 雑則

（委任）

第３４条 この規則の施行について必要な事項は、事務局長が定める。

（改廃）

第３５条 この規則の改廃は理事長が行う。

附則
この規則は平成１８年４月１日から実施する。

附則
この規則は平成２１年４月１日から施行する。

附則
この規則は平成２２年３月３１日から実施する。


